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　志位氏は、コロナ対策を助言する厚生労働省の専門家組織
や、東京都のモニタリング会議が年末の医療体制へ強い危機
感を示したこと（右囲み）を指摘。その上で「年末年始にかけて
大規模な医療崩壊が起こることを何としても阻止しなければならな
い。そのためにあらゆる手だてを取る必要がある」と強調しました。
　志位氏は１１日に行った菅首相への「緊急要請」（右囲み
下）を前提に、新たな対策として「コロナに関わっている方も
関わっていない方も含め、医師、看護師、技師、事務職員も
含めたすべての医療従事者に対して、政府の責任で緊急
に特別手当を直接支給するという決断を求めたい」と強調。
「困難ななかで頑張っておられる医療従事者の奮闘に応えると
いう姿勢を国が示すことが大事だ」と述べました。

共産党・志位委
員長提起

市民+野党で、命とくらし守る政治に転換を！！

すべての医療従事者に
緊急に　　　　　　　支給を

　日本共産党の志位和夫委員長は１２月１７日、国会内で会見し、新型コロナ
ウイルス感染拡大によって年末年始に大規模な医療崩壊が起こることを阻止
するために、すべての医療従事者に特別手当を国が直接支給することや自粛
要請に応じた事業者への補償強化を政府に要請すると表明しました。

　国民の批判に追いつめられ「Ｇｏ Ｔｏ トラベル」の一時
停止を表明した菅政権。しかし、年末28日から来年1月
11日までで、感染拡大に追い打ちをかける政策を、直ち
にストップできない危機感のなさは深刻です。いまこそ、
命とくらしを守る政治の転換へ、力をあわせましょう。

「協力金」への国の支援、拡充を
①医療機関への減収補填（ほてん）
②ＰＣＲ検査の抜本的拡充
③事業継続への直接支援の継続・強化
④生活困窮者への支援強化
⑤「Ｇｏ Ｔｏ」事業の中止

全文はこちらから→

12月１１日の「緊急要請」の柱

●「年末年始に感染が増加す
ることで、医療提供体制全体
の危機を招く可能性もある」
（16日、厚生労働省の専門家
組織「アドバイザリーボード」）

●「年末に医療提供体制の深
刻な機能不全が起こること
が危惧される」（17日、東京
都のモニタリング会議）

特 別 手 当

　さらに、自治体が地方創生交付金を活用して、営業自粛に応
じた事業者への「協力金」を給付する場合、自治体負担がある
問題も指摘。「全額国の負担にし、時短要請した場合の飲食店
に対する補償措置を抜本的に強化すべきだ」と強調しました。
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